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はじめに――― 本稿の目的 ――― 

 

 （１）私は、前稿「学術会議問題の経緯と本質」（２０２０年１２月１日了）で、まとめ

に代えてとして、 

①強権的な秘密警察的手法・政治的手法による学術会議への人事介入は、政治権力の統治

力弱体化の現れであること。 

 ②学問の力量を軽視する政治権力は、自由・平等・平和な未来社会を構想する知的能力が

枯渇していくこと。 

 ③未来構想力を欠く政治権力が、人民的・社会的良心から遊離して強権的権力の行使に走

り早晩衰退することは、歴史の鉄則であること。 

 以上の 3 点を指摘した。 

 （２）本稿では、以上のまとめを補足する目的で、前稿（２０２１年１２月１日）以降に

生起した主な事象と発表された論説の要旨とを時系列的にフォローし、学術会議の権力的

再編を目論む政治権力・自公政権の野望の正体を析出してみたい。 

 

 一 ２０２０年１２月１日以降に生起した主な事象 

 （１）①１２月１１日、自民党政務調査会は、「日本学術会議の改革に向けた提言」を政

府に提出（赤旗１２月１１日）。 

 ②１２月１５日佐藤学元学術会議第一部長は、「学術会議改革提言をどうみるか」を発表

（１２月１５日赤旗）。 

 ③１２月１６日梶田隆章学術会議会長は、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」

（中間報告）を井上科学技術担当相に手交（１２月１７日赤旗）。 

 ④１２月２９日までに１３４９団体（うち学協会<学会>１６２、大学・大学関係７８、

法曹関係６２，労組諸団体１４７）が、学術会議介入抗議声明を発表（１２月３０日赤旗）。 

 ⑤１月２８日学術会議幹事会は、「任命を求める声明」を発表（１月２９日赤旗）。 

 ⑥１月２９日加藤官房長官は、同声明に不快感を表明（１月３０日赤旗）。 

 ⑦２月１２日全国革新懇は、任命拒否撤回を求める署名（３万６６４２人分）を内閣に提

出（２月１３日赤旗）。 

 ⑧２月２７日学術会議フォーラムは、「危機の時代におけるアカデミーと未来」を開催 

（２月２８日赤旗）。 

 ⑨以上に列記した事項の中で特に重要なのは、自民党提言（前記「日本学術会議の改革に

向けた提言」）と、学術会議幹事会声明（任命を求める声明）との２文書である。 

 （２）そこで本稿では主としてこの２文書の内容を対比して、現時点での学術会議の危機

的状況の実相を析出してみたい。 

その手法として、自民党提言の大要を記してその項目ごとに私見（コメント）を付するこ

ととするが、その前に前稿以後の任命拒否反対運動の展開状況を概観する。 
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二 前稿以後の反対運動の展開状況 

 ①２０２０年１１月３０日、会員任命拒否の撤回を求める「許すな憲法破壊！緊急院内集

会」が国会内で開かれた。主催は「菅政権による検察・行政の強権支配を糺す会」で、学者・

研究者や学生、市民など約３００人が参加した。元会員の羽場青山学院大学教授は、政府は

▽軍事と学問の両立、▽政府を監視する人文社会科学の衰退、▽憲法破壊、を狙っていると

して、「いま声を上げなければ」と訴えた。（１２月１日赤旗）。 

 ②１２月２日、人文社会系の３１０学協会は、拒否撤回を求める共同声明を発表。日本外

国特派員協会で記者会見し、世界の研究者や市民に賛同を訴えた。 

声明は、任命拒否の撤回を求めて幅広い人文社会系学会で結成した人文社会系学協会連

合連絡会が、１１月に出したものの英語版。 

声明への参加・賛同は、１１月当初の２２６学会からさらに広がった。また同日、哲学・

文学・社会学など主要分野１２学会も各学会が独自に作った声明の英語版を公表した（１２

月３日赤旗）。 

 ③１２月１２日、任命拒否された６人のうちの１人である松宮孝明立命館大学教授を迎

えて、緊急国会報告会が京都市内で開かれ、１２０人が参加した。 

松宮氏は、６人が任命されず欠員状態であることは学術会議法に違反しており、法律を誠

実に執行することを内閣に義務付ける憲法にも違反している、と指摘。「違法状態は 6 年続

くが、６年粘り強くたたかい続ける」と表明した（12 月 15 日赤旗）。 

④ⓐ佐藤康宏東大名誉教授は、「専門家を専門家として尊重しない政府のために働くつも

りはない」として、文化庁有識者会議の座長を辞任した（河北新報１２月１６日）。 

ⓑ佐藤康宏東大名誉教授の談話は、次の通り（赤旗１２月２４日）。 

政府が専門家を専門家として尊重しないのは、専門的な業績以外の評価軸で会員を任命

するかしないかを決めているからだ。これは「優れた研究又は業績」のある科学者の中から

会員を任命するという日本学術会議法の趣旨とは違う。同法に明らかに反しているという

ことが問題の核心だ、と。 

菅首相は、６人をなぜ任命しなかったのかについて、全く説明になっていない後付けのよ

うな理由しか言わない。しかし、６人が安倍前政権のもとで強行された秘密保護法・安保法

制などに反対していた人たちだったことと関係があると考えられる。 

安倍前政権は、原則禁止されていた武器輸出に大きく踏み出した。だからこそ「軍事研究

は行わない」という声明を一貫して継承する学術会議が目障りで仕方がないのだ。そこで、

学術会議のあり方を検討している自民党プロジェクトチームが公言している通り、軍事研

究をさせるために、政府の都合の良い組織に変えたいという狙いが任命拒否の背景にある

のではないか。私が専門とする美術においても、戦時体制の下で、コミュニズム的傾向のあ

る作家のほか、シュールリアリズム（超現実主義）系統の作家が政府の弾圧を受けた。そう

いった作風の美術が衰退させられ、作家は戦争画や作戦記録画のようなものを描いて戦争
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に協力させられた歴史がある。美術史家の中にも、日本の美術とはいかに世界に突出してす

ばらしいものだというようなことなどをとうとうと述べて、国威発揚の一環として戦争に

協力した人がいた。 

こうした過去の行いは、やはり学問の本来的なあり方からすれば、やってはいけないこと

だ。なぜなら、時の政権にとって快くないようなこと、今の世の中にとって役に立たないよ

うなことであっても、将来いつか重要になるかもしれない。未来の人類社会の発展のために

寄与するかもしれない。そういうことを明らかにしていくのが研究だ。 

そのために、政治からの学問の独立性は、憲法が保障する「学問の自由」に含まれる、絶

対に必要な要件なのだ、と（２月２４日赤旗）。 

 ⑤１２月１９日、「安全保障関連法案に反対する学者の会」は、オンライン・シンポジウ

ムを開いた。 

 ジャーナリストの津田大介氏は、人文科学を含めた全分野の科学者が政府から独立して

科学的根拠を公正に提供できることが日本学術会議の強みだと述べ、新型コロナ感染拡大

のもと学問の研究の意義を人々に広めていく重要性を強調。「学者集団にメデイアと芸術家

も加え、権威主義に対する統一戦線を組む必要がある」、と訴えた。 

 今期から学術会議会員となった劇作家平田オリザ氏は、異なる価値観を持つ人との「対話」

を強めることが学術や芸術の課題だ、と問題提起した。 

 日本学術会議元会員の浅倉むつ子早稲田大学名誉教授は、学術会議は学問の自由を保障

されているがゆえに自律的な行為の責任を自覚し、自ら問題を発掘して「市民のための科学」

を進めてきた、と強調した。 

 ⑥宗教界からも次々と反対の声があがっている。 

「私たちは声を上げて反対せざるを得ません。今の時代、科学的真理の探究を操作しようと

する政治が、宗教的真理の探究を尊重するなどということはあり得ないと考えるからであ

ります」。生長の家教団は、こう述べて菅政権による日本学術会議会員の任命拒否に反対し

た。 

 他にも日本キリスト教協議会（ＮＣＣ）、日本カトリック正義と平和協議会（カトリック

の公的組織）、日本ナザレン教団、日本ＹＷＣＡ、日本宗教者平和協議会、そして仏教やキ

リスト教などの超党派の有志など。 

 ここに共通するのは、「学問の自由の侵害を許すことが信教の自由の侵害にも及ぶ」（有志

声明）という認識であり、歴史の教訓を直視していることだ。 

ＮＣＣは、声明でドイツの牧師マルテｲン・ニーメラーが残した痛恨の言葉を引用してい

る。以下、その要旨（１２月２１日赤旗による訳）。 

 ナチスが共産主義者を襲ったとき、自分は共産主義者ではないので何もしなかった。社会

主義者を攻撃したときも、学校、新聞、ユダヤ人に攻撃を加えたときも、不安は増したがや

はり何事もしなかった。それからナチスは教会を攻撃した。自分は教会の人間だったから何

事かをした。しかし、すでに手遅れだった。 
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 ⑦学者・研究者の団体である学協会（学会）１０６２が、大学・大学人関係７８が，法曹

関係６２が、労組・諸団体１４７が、問題発覚から３ｹ月で学会全体（２０６５）の過半数

に達する人文・社会科学系の３１０学会が、計１３４９団体が抗議声明を発表した。 

 １４０以上の国や地域を代表する学術団体が加盟する国際学術会議も、「日本における学

問の自由に与える影響をきわめて深刻に捉えている」とする書簡を日本学術会議に発出し

た（１１月１７日付）。 

 ⑧日本弁護士連合会をはじめ各地の４９弁護士会・連合会も。任命拒否の決定の違法性を

検証したうえで反対を声明。１２月２８日に声明をあげた長崎県弁護士会は、学問への弾圧

の歴史を振り返り、「被爆地長崎において法に携わる団体として、再び学問の自由の弾圧に

つながりかねない政府の行為を看過できない」とした。「思想統制的なメッセージとなる」

（東北弁護士連合会会長声明）、「我が国の民主主義に対する重大な危険性をもたらす」（長

野県弁護士会会長声明）などの批判もあがっている。 

 また図書館問題研究会は、「任命拒否が、図書館を支えるこれらの自由や権利（教育を受

ける権利、学問の自由、表現の自由など）を脅かす結果につながることを危惧する」とした

（１２月３０日赤旗）。 

 ⑨２０２１年１月２８日、日本学術会議は幹事会声明を発表した。 

 声明は、同会議が任命を再三求めたにもかかわらず菅首相から正式の回答や説明が一切

なされておらず、前例のない事態への対応を迫られ、運営に支障をきたしている。６名の欠

員という法の定めを満たさない状態が永く継続することは、本会議の独立性を侵す可能性

がある、と指摘（赤旗１月２９日）。 

 ２月１２日、全国革新懇は、国会内で日本学術会議会員の任命拒否の撤回と理由を明らか

にせよとする３万６６４２人分の署名を内閣府に提出し要請を行った（２月１３日赤旗）。 

 ⑩２月２７日、日本学術会議は「危機の時代におけるアカデミーと未来」と題するフォー

ラムをオンラインで開催。梶田会長は、社会の複雑な難問への科学的助言が求められている

現在、幅広い分野の研究者が集まる日本学術会議の役割・重要性は増していると指摘。国に

よる安定した財政基盤、政府からの独立といった「ナショナルアカデミーの５原則を堅持し

た上で学術会議の将来の姿を検討したい」、と述べた。 

 ⑪３月２０日、北海道の大学教員でつくる「北海道の大学・高専関係者有志アピールの会」

と道高等教育研究所は、講演会を札幌で開いた。会場とネット配信で９０人余が参加した。

任命を拒否された岡田正則早稲田大学教授は、憲法・民主主義を破壊する暴挙で人類社会の

進歩を阻害するものだと批判。「立法事実からもあり得ないこと。問題をうやむやにさせな

いための運動を」と訴えた（赤旗 3月 24日）。 

 ⑫学術会議会員・法学委員会幹事高山佳奈子教授は指摘した。 

 任命拒否の狙いは、政府の政策を批判するような提言などを抑制することだ。日本学術会

議はいつも政府の意見に反する提言を出していたということでは全くない。専門家の立場

から「積極的に推進すべきだ」という提言も多く出している。例えば任命拒否された松宮孝
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明立命館大学教授は自動運転の車に関する制度づくりに積極的に関わってきたし、「技術開

発の進展を止めてはならない」とする一方で被害者の救済も図るためバランスを取ろうと

いう立場で、法学者の多くが支持する通説的なスタンスをとってきた。また、ジェンダーに

関する分科会の提言は、実際の刑法改正につながった。こうした現代的な課題に学術会議が

深く関わってきた。しかし、任命拒否で、学術会議の活動に具体的な支障が出ている。私（高

山）が所属する法学委員会からは 3人が任命拒否された。それを受けて委員会で、学術会議

法の適用に関する確認文書を発表したが、本当はその憲法違反性についても情報発信をし

たかったが、たった一人の憲法担当委員である学者が任命拒否されてしまったため議論が

十分にできていない。法学委員会に憲法担当者が不在だという事態は本当に致命的だ。国際

学術会議からも任命拒否への懸念が表明されている。任命拒否は国際的な恥であり、日本の

国際的な信用を損なっている。早急に 6人を任命すべきだ、と。 

 

三 自民党の学術会議改革提言の狙い（学術会議潰し） 

 はじめに  

 ２０２０年１２月９日、自民党政務調査会は、学術会議改革提言を政府に提出した。内

容は多岐にわたるが狙いは“学術会議潰し”である。 

 その内容を、私の「コメント」をつけて概観することにする。（赤旗１２月１１日）。 

 

（１）コメント１ 

日本学術会議の改革に向けた提言 

 2020 年（令和 2 年）12 月 9 日 

 自民党政務調査会 内閣第二部会 

政策決定におけるアカデミアの役割に関する検討ＰＴ 

 新型コロナ感染症の脅威は、国民の経済社会生活や国際秩序を大きく変化させた。国民

は、国の叡智を結集して、変容する世界を見据え、未来社会への道筋を示しつつ、複雑化・

多様化する社会課題を迅速に解決していくことを求めている。トランスサイエンス（科学だ

けでは答えることができない問題—小田中注）の時代には、民主的正統性（legitimacy）を担保す

る政治（決断）と、学術的正当性（rightness）を担保するアカデミア（エビデンス）との連

携は極めて重要である。 

 わが国の科学者の代表機関である「日本学術会議」の独立性が尊重されるのは当然だが、

独立とは何か、また政治・行政とはどのように連携すべきかが曖昧にされてきた。このため

累次の改革を経ても、わが国が誇るアカデミアの叡智が様々な政策決定に寄与するための

仕組みが十分に機能しているとは言い難い。かかる観点から、本 PT は改めてその組織、機

能のあり方を検証した。政府には、指摘した改革の実行を求めるとともに、日本学術会議に

は新たな時代にふさわし自己改革の実現を期待する。両者が協働して政策実現に努めるこ

とで、わが国の科学技術力の世界最高水準への向上と国民の幸福の実現を果たしていくこ
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とが望まれる。 

【小田中コメント】提言のこの冒頭部分での注目すべき点は、学術的な叡智＝知見・見解・

提言が、「民主的正統性」に裏付けられた政治権力による政策の遂行・実現に協働・協力・

連繋して奉仕（寄与）する点に於いて不十分だとみて、学術会議の地位・役割を政治従属的

なものに貶めている。 

そのうえで、同会議がこの役割を十分に果たしていないとする政治的攻撃を加えている

ことである。 

 

（２）コメント２ 

１ 日本学術会議に関する現状認識と課題 

 日本学術会議は、昭和２４年、戦後の時代背景からわが国の戦後復興に科学的知見による

貢献が期待されて設立された。時代の流れとともに、国境を越える社会政治課題が増大する

中で、科学と科学的知識の利用に関する世界宣言（1999 年「ブダペスト宣言」）が採択され

た。これにより、世界の国々や科学者たちには、科学のあらゆる分野から得た知識を、濫用

することなく、責任ある方法で、人類の必要と希望とに適用させる使命があることが周知さ

れた。 

 また、日本学術会議の声明「科学者の行動規範―改訂版―」（平成 25 年 1 月 25 日）では、

「意見の相違が存在するときはこれを解り易く説明する」「科学者の発言が世論及び政策形

成に対して与える影響の重大さと責任を自覚し、権威を濫用しない」「科学的知見に係る不

確実性及び見解の多様性について明確に説明する」「政策決定の唯一の判断根拠ではないこ

とを認識する」、と規範を示している。 

 日本学術会議は、わが国の科学者の代表機関として、その使命の実現に努力してきた。一

方、同会議のあるべき姿については、「日本学術会議の在り方について」（平成 15 年 2 月 26

日総合科学技術会議）でまとめられており、本 PT としてもその方針に軌を一にする。その

後、「日本学術会議の今後の展望について」（平成 27 年 3 月 20 日日本学術会議の新たな展

望を考える有識者会議）の審議でも組織改革の必要性が指摘されたが、結果的には現状維持

に留まった。 

 本質的な課題は、そのような改革の歴史を経たものの、日本学術会議がこれまでの議論や

認識を踏まえ、政治や政府を通じた「政策のための科学（Science for Policy）」の機能を十

分に果たしているとは言い難いことである。 

 本 PT では、アカデミアが持つ「真理の探求」の機能を未来社会の構築に活かすため、そ

の目指すべきあり方やその実現に向けた方向性を示すべく、当提言を取りまとめた。  

【小田中コメント】 

 この現状認識・課題の部分で注目すべき点は何か。それは、学術会議が政府の「政策の実

現のための科学」としての機能を果たしていないとする現状認識＝不満と、この現状認識・

不満に立脚して、学術会議へ政治的攻撃を行っていることである。 
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 （３）コメント３ 

２ 日本学術会議に求められる役割 

 日本学術会議は、科学の向上発達を図り、行政、産業及び国民生活に科学を反映浸透させ

ることを目的（日本学術会議第 2 条）としている。わが国や人類社会が直面する社会的な課

題に対し、約 90 万人の科学者の総意の下に、わが国の学術の総合力を発揮した俯瞰的・学

際的な見解を示す「知の源泉」としての役割が期待されている。 

 また科学者の内外に対する代表機関として、各国アカデミーや国際学術団体と連携し「世 

界の中のアカデミー」としての役割が今後特に期待されている。 

 科学技術を社会的便益のため、最適に活用する上で、科学と政策・政治を繋ぐ仕組みづく

りが重要であり、世界的課題となっている。政策形成に有効な科学的助言を提供する「政策

のための科学」に寄与するため、日本学術会議には、勧告・声明・提言を通じて「実績ある

科学者の俯瞰的知見」の創出が求められる。 

【小田中コメント】 

 この項目で注目すべき重要な点は、学術と学術会議に対して政治権力が、政策形成に寄与

（貢献）する勧告・声明・提言を行う「俯瞰的知見」の創出、即ち政治的配慮を施すことを

要求していることである。 

 

（４）コメント４  

３ 日本学術会議の設置形態について ～独立した法人格へ～ 

 上記の役割を果たすため、また科学の独立性・政治的中立性を組織的に担保するために

も、日本学術会議は、独立した法人格を有する組織とすべきである。 

 以下、日本学術会議の自己改革も期待しつつ、改革に向けた具体的留意点について述べ

る。 

（１）組織のあり方について（組織形態・国家認証・ガバナンス） 

 日本学術会議は、独立した新たな組織として再出発すべきである。組織形態としては、独

立行政法人、特殊法人、公益法人等が考えられる。 

 組織の独立に当っては、ガバナンス機能の抜本的強化と組織の透明化を図るため、第三者

機関（評価委員会・指名委員会）の設置等が必須である。 

 これにより、現在、政府の内部組織として存在しているにもかかわらず、政府から独立し

た存在であろうとすることで生じている矛盾が解消する。 

 なお、指名委員会は、役員並びに新組織発足時の会員を指名するとともに、会員の推薦に

よらない候補者の推薦を実施することが求められる。 

【小田中コメント】 

 この項目では、新組織の設置形態として、ガバナンス機能の抜本的強化と組織の透明化と
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を求めているが、その内実は何か。第三者機関の設置（評価委員会・指名委員会）が必要だ

としていることからみれば、学術会議を政権の意を上命下服的な組織に改編し、政府のシン

クタンクとしての機能を強化する狙いが籠められている。 

この狙いは次にみる提言項目（２）で鮮明かつ露骨に提言されている。 

 

（５）コメント５ 

（２）提言機能の強化（シンクタンク機能の強化） 

 新しい日本学術会議の「政策のための科学」の機能を強化するためには、いわゆる

「National Research Council」としてのシンクタンク機能を強化し、質の高い政策立案へ 

の貢献が可能な組織とすべきである。 

 ①俯瞰的・総合的助言と時宜を得た対応 

  国家の政策には、深い洞察に基づく具現化が不可欠であり、新しい日本学術会議には、

全学術領域を擁する組織の利点を生かし、俯瞰的学際的観点から、未来を見据え、わが国

が目指すべき中・長期的ビジョン等、骨太の助言を期待する。 

また協力学術研究団体である各学会との適切な役割分担を図り、学術界全体の発展・向 

 上に努めた上で、専門領域を背景とする各学会の枠を超え、学際・分野融合的テーマを扱 

 うことが望ましい。これに伴い役割の拡大する協力学術研究団体については、そのあり方 

 も課題である。また新たな技術や多様化する社会課題については、時宜を得た対応が期待 

 される。また、新型コロナウイルス感染症に関して見られたように、偽情報による社会不 

 安の拡大に際しては、科学的知見によるファクトチェック機能の提供も期待される。 

  以上の趣旨のためには、専門分野別の分科会等は廃止し、テーマ別にプロジェクトベー

スで委員会を設置し議論するあり方が望ましい。併せて、幅広く多くの科学者の意見を取

り入れる仕組みづくりや外部レビューワー制度の整備等も含め検討すべきである。 

➁ 「独立性」と「課題認識の共有」 

 元来、科学的実証の領域である科学的判断と、価値判断を含む政策的判断とは必ずしも 

一致しない。しかしながら、科学と政治は相反する存在ではない。 

新しい学術会議の独立性を担保することは大前提とした上で、その政治や行政からの 

独立性を正しく定義し、合理的連携を図る必要がある。議論の場を持つことを放棄するの 

ではなく、政治や行政が抱える課題認識・時間軸等を共有し、実現可能な質の高い政策提   

言を行うことが求められる。 

③ 政治とアカデミアの相互リテラシー 

 併せて、政策立案者・政策決定者の科学リテラシーの向上、およびアカデミアの政策リ 

テラシーの向上を図ることで、両者の政策共創能力を高める努力が必要である。 

かかる観点で相互リテラシー確保のため、諸外国の事例を参考にしつつ、パートナーリ 

ング制度やフェローシップ制度、博士課程学生の議員へのインターンシップ制度の導入 

についても検討すべきである。 
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【小田中コメント】 

 この項目で、学術会議の設置形態＝組織形態の変革プランを詳細に提示しているが、その

基調は、学術会議の抜本的改組による政治的締め付けの強化を通じて、同会議を政府の「政

策立案・提言機関化」＝シンクタンク機関化する構想である。 

 この構想を実現するための組織的枠組みとして用いているのが「独立性を持つ法人格を

有する組織」への改編という枠組みであり、政治・行政の課題を政治・行政権力と共有共創

するという役割分担的構想である。その実体は、政治・行政の課題を政治・行政権力と共有

し共創するという役割分担の下における「独立性」である。つまり、ここでいう「独立性」

とは単なる「役割分担」の意に矮小化された「独立性」であり、その実体は「政府従属化」

なのである。 

 

（６）コメント６ 

（４）会員および選出方法 

 現在の学術会議の会員数（正会員約 200 名、連携会員約 2000 名）の規模感、正会員・連

携会員の種別の撤廃、任期等も含め検討する必要があるが、現段階では、以下の諸点につい

て課題を示す。 

①選考基準 

  学術研究能力、業績、政策検討への参加経験も踏まえ、未来の展望と実践意欲のある人

材を、新しい学問分野も含めアカデミア全域より幅広く登用することで、わが国の科学者

を代表する組織を構成するにふさわしい科学者の選考がなされるべきであり、現在は現

会員の推薦に基づいて選出されるコ・オプテーション方式が採用されている。この方式自

体は有効であるが、同質的な集団が再生産されていくという傾向が生じるのは否めない。

科学的助言が俯瞰的助言として政策決定に貢献するためには、全ての学問分野をカバー

し、他分野と協力して社会に貢献する意思を持つ科学者を、科学者自身が選定することが

必要である。引き続き、コ・オプテーション方式を採用する場合は、複数段階での投票や

優先順位付け等、より透明で厳格な運用が求められる。また、新領域の研究者等が推薦さ

れにくいという構造に鑑み、第三者機関による推薦など、会員による推薦以外の道を確保

すべきである。 

  その際、学術界全体からの支持、新たな領域や課題への柔軟な対応、かつ政策のための

アカデミアとしての機能を果たせる仕組みとなっているかを検証すべきである。 

  現状の「三部制」による「人文・社会科学」、「生命科学」、「理学・工学」別の所属会員

数は、各 70 名程度と同数が割り当てられている。これが実際の科学者総数の割合（人文・

社会科学 11.5％、生命科学 19.5％、理学・工学 68.6％）に比し適切であるかについては

議論の余地がある。 

  また、大学、公的研究機関の研究者に加え、全研究者の 6 割を占める企業・産業界の研

究者・実務者からの登用、また地域・年代・ジェンダー別の構成比、外国人材の登用につ
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いても検討すべきである。特に次世代を担う若手研究者の積極的な登用を重視すべきで

ある。 

 ②選出方法 

 日本学術会議は設立以来、会員の選出方法について様々な改革を試みてきたところであ

り、現在は現会員の推薦に基づいて選出されるコ・オプテーション方式が採用されている。

この方式自体は研究者集団では一般的であり、専門家同士の評価という意味で有効である

が、同質的な集団が再生産されていくという傾向が生ずるのは否めない。科学的助言が俯瞰

的助言として政策決定に貢献するためには、全ての学問分野をカバーし、他分野と協力して

社会に貢献する意思を持つ科学者を、科学者自身が選定することが必要である。引き続き、

コ・オプテーション方式を採用する場合は、複数段階での投票や優先順位付等、より透明で

厳格な運用が求められる。また、新領域の研究者等が推薦されにくいという構造に鑑み、第

三者機関による推薦など、会員による推薦以外の道を確保すべきである。 

その際、学術界全体からの支持、新たな領域や課題への柔軟な対応、かつ政策のためのア

カデミアとしての機能を果たせる仕組みとなっているかを検証すべきである。 

【小田中コメント】 

① この項目では会員の選出基準と選出方法の改革案を提示しているが、その眼目は、 

ⓐ第三者機関に選出権を与え、学術会議の選出権を縮小すること。ⓑ人文・社会科学系の

会員数を削減して、その構成比率を現行比率（人文・社会科学、生命科学、理学・工学の

各分野から各 70 人の同比率）から各分野の実在研究者人数比（人文・社会科学 11・5％、

生命科学 19.9％、理学・工学科学 68.6％）に近付けることにより人文・社会科学系の比

重を削減し、理工系優位、即ち政治・軍事優位の人的構成に変えることである。 

 

（７）コメント７ 

（５）財政基盤のあり方 

 G7 の代表機関で構成される G サイエンスの各アカデミーは、基本的に国費以外の財源

を持つ。日本学術会議では実施していない機能（奨学金や研究助成、栄誉・顕彰機能など）

については考慮する必要があるが、新しい日本学術会議がその役割を踏まえ、十分な活動

を行うために必要な財政基盤を確保できるよう、制度・体制を整えるべきである。 

 政府は日本学術会議が独立した組織をなった後も、急な自己資金の獲得は困難と考え

られることから、少なくとも当面の間は運営費交付金等により、基礎的な予算措置を続け

る必要がある。 

 同時に諸外国の例を参考に、政府や民間からの調査研究委託による競争的資金の獲得、

会員や各学会からの会費徴収、民間からの寄付等による自主的な財政基盤を強化すべき

である。政府や民間からの委託研究は、組織の活力を高め、社会の中での位置づけを高水

準のものとすることに寄与しているとの指摘もなされており、積極的に獲得すべきであ

る。 
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 併せて、税制措置等民間からの寄付を促す施策も検討すべきである。 

【小田中コメント】 

 この項目が狙っていることは、学術会議に民間資金を導入し、奨学金・研究助成費、栄

誉（費）、顕彰費を賄う仕組みを作り、これによって研究テーマを、政治・軍事・大企業

向けの研究の優位のものへと誘導することである。 

 

（８）コメント８ 

（６）事務局体制・機能の強化 

 日本学術会議の提言力の強化を図りその機能を充分に発揮するためには、会員の組織

的な活動をサポートする事務局体制の抜本的な見直しが必要である。 

 シンクタンク機能を支えるべく、産官学からの幅広い人材、専門的な調査研究の補佐機

能のための博士号取得者等の登用による人材の充実を図るべきである。 

 また、事務局機能の IＴ化を促進することで、行政のデジタル化の模範となるような先

進的・挑戦的運営を期待する。 

 【小田中コメント】 

 この項目は、事務局に産業界や官僚界から人員を大量に送り込み、学術会議を事務の面

でも産官が人的にも掌握しようとするものである。 

 

（9）コメント９ 

４．わが国の科学技術行政全体の中での位置づけ 

 わが国の科学技術行政体制においては、内閣総理大臣の下、科学技術・イノベーショ 

ン政策の司令塔機能を果たす「総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）」の基本方針

を踏まえ、具体的計画の策定・推進を各府省庁が行っている。一方、わが国の科学技術行

政における日本学術会議も含めたアカデミアの位置づけ・役割分担や、科学技術行政を担

う CSTI や関係府省庁と日本学術会議との関係性・協働のあり方などについては、必ずし

も明確に示されているとは言えない。 

 この機に、科学技術行政全体の中で新しい日本学術会議の役割を明確に示すことが重

要である。 

 その際、諸外国で採用されている科学技術顧問の設置は、政策決定におけるアカデミア

の役割を重視する良き先例である。現行の外務大臣科学技術顧問に加え、総理大臣科学技

術顧問等の設置についても検討することが望ましい。 

 【小田中コメント】 

 この項目が打ち出していることの実相は、学術会議を科学技術行政全体の中に位置づ

けて取り込み、同会議をその構図の中で、総理大臣直轄の「総合科学技術・イノベーショ

ン会議」（CSTI）・科学技術顧問の統制下に置くことである（CSTIは 2020年 6月成立）。 

 なお総合科学技術・イノベーション会議については、後に取り上げることとする。 
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（１０）コメント１０ 

５．日本学術会議の改革実行へのプロセス 

 新たな組織形態への移行に際し、日本学術会議がその求められる役割を果たし得るに

は、改革実行のプロセスが極めて重要となる。 

 改革の実行に向け、政府は日本学術会議を独立した法人格とし、財政基盤支援スキーム

を確立するための基本方針をすみやかに決定すべきである。 

 次に、幅広い学問分野やセクターから有識者の意見を聴取し、政府においてわが国を代

表するアカデミーのあり方を含め、具体的な制度設計を行うべきである。この際、新組織

となる意義を明らかにするためにも、その設置目的や名称といった基本的事項について

も、改めて検討される必要がある。また日本を代表するアカデミーとして国家的な認証を 

与える施策を講じる必要があるが、それは既に述べた組織改革が実行されることを前提

とすべきである。 

 おおむね一年以内に具体的な制度設計を行い、速やかに必要な法改正を行った後、現行

日本学術会議第 25期の任期満了時を目途に新組織としての出発が望ましい。 

 【小田中コメント】 

 この項目で打ち出していることは、学術会議の改革を学術会議第 25期（2020年 10月 

～2022 年 9 月）の任期満了時を目途にして行うとし、早急に改変するとしていることで

ある。 

 

四 「自民党の提言」批判の論説 

 １ 論説  

① 佐藤学氏（学習院大学特任教授・元学術会議第一部長）の発言（赤旗１２月１５日） 

今回の自民党の改革案は実質的に日本学術会議潰しの案だ。言葉のうえでは学術会議

の独立性を強調し組織的な形態では独立としながら、政府のシンクタンクと同じように、

政府の統制下に置こうとしている。そのキーワードが「政策のための科学」だ。形式的な

独立性は維持させながら、時の政権が進めようとする政策のための提言を行う機関とす

るということだ。 

 これまで学術会議で設けられていた専門分野別の分科会を廃止して「テーマ別にプロ

ジェクト・ベースで委員会を設置」とあるのは、政府の特定の政策についてテーマ別に細

分化して政策提言しろ、ということだ。 

 さらに財政基盤の問題が重要だ。当面は国からの運営費交付金で、将来は民間からの研

究調査委託や寄付を財源にするとし、競争的資金の獲得を挙げているのは、財界の要請に

応える研究をやらせることを目指すということだ。 

 つまり日本学術会議を政府の統制下に置き、政府や財界の下請け機関にして、これまで
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の学術会議とは全く似て非なるものにしようとする提言だ。 

② 中国新聞の社説（12月 18日） 

自民党提言は、学術会議が「政策のための科学」という機能を十分に果たしているとは 

言い難いなどと批判し、「政治や行政が抱える課題や時間軸等を共有し、実現可能な質の高

い政策提言」を求めている。つまり政権の意向を汲んだ研究をせよというのだ。 

しかし、学術会議は、日本学術会議法に基づき、政府の組織でありながら一定の独立性を

持つ特別の機関だ。科学者が戦争に加担した反省から軍事研究はしないという方針を貫い

てきた。１９４９年の発足以来、ときには政府にとって耳の痛い提言もしてきた。そして２

０１５年に防衛省が軍事研究助成への公募を始めると、「政府による介入が著しい」として

改めて軍事研究に反対する声明を出している。 

自民党提言は軍事研究への直接的な言及を避けているが、自民党内には軍事力強化政策 

に沿わない学術会議に対する不満がくすぶっているのだろう。任命拒否された会員候補６

人はいずれも歴史など人文・社会科学系の研究者だ。過去の政府批判が拒否理由ではないか

と国会でも追及された。菅首相は「総合的・俯瞰的な活動を求める観点」「多様性の確保」

などというわけのわからない言葉を並べているが、理由になっていない。そして自民党は、

学術会議の組織改変の必要性を主張し始めた。２ｹ月足らずで急ごしらえした提言を見ると、

最初から学術会議を潰すのが狙いだったのではないか。 

③ 赤旗の主張（12 月 27 日） 

自民党提言は、学術会議に「政策のための科学」の機能強化を求め、今の専門別の分科会 

を廃止して、テーマ別のプロジェクトにもとづく委員会の設置まで提起している。これはと

きの政府の「政策」を推進するための「シンクタンク」へと変質させるものだ。 

人文・社会科学系の会員の比率を下げることも求めている。これは現在の人間と社会のあ

り方を相対化して批判的に省察するという、人文・社会科学の独自の役割を弱体化させるこ

とになる。 

 科学が発展しその成果を国民が享受するには、「学問の自由」と学術会議の独立性が不可

欠だ。これは、権力による学問弾圧が繰り返され、科学者が軍事研究に総動員された戦前・

戦中の歴史の教訓だ。 

 学術会議の提言・報告は、今年だけで８３件にのぼる。これまで新型コロナ等の感染症対 

策、ジェンダー平等、東日本大震災の被災者救援・復興、気候変動、環境対策、原発、エネ 

ルギーなど、社会が直面するさまざまな課題について科学的なよりどころを与え、国民生活 

や権利の向上に貢献してきた。 

学術会議が独立性を失うと、こうした役割を担えなくなる。学術会議への人事介入は、 

一部の科学者の問題ではなく、すべての国民にかかわる深刻な問題だ。 

２ まとめ 

それぞれに核心を衝いている以上の佐藤発言と中国新聞社説と赤旗紙の主張と佐藤発言

とを以って、自民党提言批判のまとめに代える。 
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 五 科学技術・イノベーション基本計画（第 6 期）—学術研究動員計画— 

 （１）２０２１年３月２６日菅内閣は、第 6 期科学技術・イノベーション基本計画（２０

２１年度から５年間）を閣議決定した。 

 （２）イノベーションとは語義としては「革新」との意であるが、計画のごく大まかな内

実は、 

①科学技術・イノベーションをめぐって国家間の覇権争いが激化していること。  

②国家として、安全保障と経済との両面から技術的優位を維持・確保し、自然科学・社会

科学の活用を重視すべきこと。 

③社会のデジタル化を推進すること。 

④大学は戦略的経営を強化すべきこと。 

⑤イノベーション推進のため、首相（政府）主導体制を強化すること。 

⑥政府研究開発投資目標を５年間で３０兆円とすること、というものである。 

 （３） 基本計画の特徴と本質は何か。 

 第一に、科学・学術を、安全保障（軍事力強化）や大企業に奉仕する研究体制に変革する

こと。第二に、研究テーマを、自民党政治に奉仕するものに集中させようとすること。第三

に、総じて科学・学術・研究を国家・大企業奉仕型に変質させること、である。 

 （４）①このようにみてくると、基本計画が、前述した学術会議問題と狙い・本質を同じ

くする同根・同質のものであることが明らかとなる。 

即ち、科学・研究・学問を政治権力の僕（奉仕人）に貶めようとするものである。 

 ➁しかし、研究・科学・学問を政治権力の従属物・奉仕者に化することは誤りであり、不

可能である。 

研究・科学・学問とは、真理を探究し、これに立脚して自由・人権・平和・福祉の未来を

構想し、その実現に向けた運動をステｲミュレート（生み出し鼓舞）する営みであり、人類

生存の希望の営みであり、人類の公共財だからである。 

そしてこの営みに心血を注いでいる学者・研究者の存在意義と力量を無視するものである。 

 

 六 学術会議問題の２０２１年４月時点での問題状況 

 （１）ⓐ学術会議は、２０２０年１２月１６日「日本学術会議のより良い役割発揮に向け

て」（中間報告）（同会議幹事会）を、井上科学技術担当相に提出した（１２月１７日河北新

報・赤旗）。 

ⓑその要点は次の通りである（同上紙・日本学術協力財団「学術の動向２０２１年２月」）。 

① 科学的助言機能の強化のための組織体制の構築を検討。 

② 対話を通じた情報発信力を改善し、科学的助言力を強化。 

③ 会員選考プロセスにつき、独立性を確保しつつ、透明性向上・年齢バランス・ジェン

ダーバランス・所属組織多様性の向上・充実を模索。 

④ 国際活動を強化。 
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⑤ 事務局機能を強化。 

⑥ 設置形態につき、ⓐ日本独自の歴史的・社会的条件の配慮が不可欠であること。 

🄫次の５条件の充足が大前提であること。 

 （ⅰ ）学術的に国を代表する機関としての地位。 

 （ⅱ ）そのための公的資格の付与。 

 （ⅲ ）国家財政支出による安定した財政基盤。 

 （ⅳ ）活動面での政府からの独立。 

 （ⅴ ）会員選考における自主性・独立性。 

 （２）①以上の５条件は、ナショナルアカデミーとして全て備えるべき大前提であり、国

際的に広く共有されている原則である。 

この５条件に基づき、社会から負託された社会貢献に寄与したいと希求していること。 

②「科学は人類が共有する学術的な知識と技術の体系であり、科学者の研究活動はこ 

の体系の拡張と充実・強化に取り組むことだ。この活動を担う科学者は、人類の公共的な 

知的資産を継承して、その基礎の上に新たな知識の発見や技術の開発によって公共の福祉

の増進に寄与すると共に、地球環境と人類社会の調和ある平和的な発展への貢献を、社会か

ら負託されている存在である。 

 現代社会は、人口減少、少子高齢化、世代間・ジェンダー・マイノリテイ格差、長寿命化

に伴う生と死をめぐる倫理、社会経済的資源の地域的偏在・格差、あるいは持続可能性を脅

かす気候変動・パンデミックなど、グローバルに共通しながらもその地域に特有の歴史的・

政治的・社会経済的な枠組みを踏まえて解決しなければならない、複雑で複合化している多

くの課題に直面している。 

 日本学術会議は、そうした重要課題について、学術分野横断的な審議により、見識ある提

案や見解を対外的に発信し、公共政策と社会制度の在り方に関する社会の選択に寄与した

いと希求している。 

 （３）以上のように、中間報告を一貫して貫いている基調は、学問・科学・技術の自主・

独立・公共性に基づき人類全体の平和と福祉に貢献すべきだとする、学術会議の高い使命感

である。 

 

七 任命拒否撤回を求める動きの拡大 

（１）学術会議の動きなど、任命拒否を批判し任命を求める動きは拡大している。その直

近の例は次の通りである。 

 ①日本学術会議のあり方について検討を続けた同会議幹事会は、２０２１年４月８日、現

在の国の機関としての形態がふさわしく「変更する積極的理由を見出すことは困難」とする

素案をまとめた。 

 同日開かれた臨時幹事会の後の会見で梶田会長は、「検討を進めれば進めるほど、今の設

置形態がいかにナショナルアカデミーとして役割を発揮できるように作られているかを改
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めて認識している」と述べた。 

なお、幹事会がまとめた素案は、梶田会長から４月７日に井上科学技術担当相に報告され、

４月２１日から開かれる総会で議論される運びとなった。その結果については後述する。 

 ➁学術会議事務局によると、任命拒否された６人のうちの５人を、会長が任命する連携会

員や特任連携会員にすることになった（４月９日赤旗）。 

 ③日本学術会議の会員への任命を拒否された学者 6 人が、理由を明らかにするよう政府

に情報開示請求する（４月１２日）。これとは別に法学者や弁護士１００人以上も、同様の

開示請求をする（いずれも４月２６日内閣府や内閣官房に請求する予定）。なお開示されな

かった場合は訴訟も視野に検討するという）。 

 開示請求する文書は、杉田官房副長官（任命拒否に大きな役割を果たした官僚）らが内部

で協議した際の公文書などを想定（２０２０年１１月５日加藤官房長官がその存在を認め

ている）。法学者らは「政府が理由を明らかにしないまま恣意的に拒否することを許せば、

学問や表現の自由に多大な萎縮効果をもたらし、民主主義を崩壊させる。政府は不誠実な対

応のまま問題に幕を引こうとしている」と批判した。 

④ ６人のうち小沢東京慈恵会医大教授（憲法）は、取材に対して、「首相は人事を理由に 

明らかにしないが、何か本当の理由があるはずだ」と話した。 

６人は、政府が個人情報を理由に開示を拒まないよう、自らの情報開示を請求する「自己

情報開示請求」の形をとることにしたという（４月１３日河北新報）。 

 （２）全国に５２ある単位弁護士会のうち４８弁護士会の会長が任命を求める声明を発表

した（４月２３日までの赤旗の集計）。 

 

 八 任命拒否撤回を求める動き（２０２１年５月時点） 

（１） ４月１９日、「任命拒否」撤回を求めて、学術会議の元会員で気象学者の増田さん 

は個人で呼びかけた署名６万人分余を内閣府に提出した。「科学者が、再び戦争に動員され

ていく危機感を感じている。同会議の変質を狙ったものであり、断じて認められない」と訴

えた。 

 署名に、６万１６７２人が賛同した。増田さんは、先の戦争に科学者が動員され、自身も

海軍少尉として「特攻」で出撃する兵士を送り出した経験を紹介。「戦争へと突き進んでい

った当時の状況と似てきている。そうした危機感で署名を呼びかけた」。任命拒否は「法的

にまったく間違っており、政治家の倫理性が問われている」。政府がこうした行為をしたの

は、同会議に軍事研究をさせたいからだ。「学術会議の変質を狙っている。断じて認められ

ない」、と話した。 

 会見には、井原東北大学名誉教授（日本科学者会議事務局長）、軍学共同反対連絡会の小

寺事務局長、酸性雨調査研究会の権上事務局長が同席。小寺さんは、科学とは社会の平和的

発展のためにあると指摘し、「決してときの政権の政策を認めるためのものではない」と述

べた（赤旗 4 月 20 日）。 
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 （２）４月１９日、全国革新懇は国会内で、日本学術会議会員の任命拒否の撤回を求める

署名２万７２６９人分を内閣府に提出した。署名は、全国革新懇、東京革新懇、新日本婦人

の会などが取り組み、前回（２月１２日）の３万６６４２人分と合わせて６万３９１１人分

に達した。 

 全国革新懇代表世話人の小田川氏は、署名について「一人ひとりが取り組んだものであり、

政府は市民や研究者らの任命拒否は法の逸脱行為だという批判の広がりを受けとめるべき

だ、欠員によって（任命拒否された会員の）所属部会の運営や議論に支障が出ているのでは

ないか、と述べた。 

 東京革新懇の今井事務局長は、「憲法の学問の自由を侵害し、首相は任命拒否しないとの

国会での政府答弁を一方的に踏みにじる重大問題で、法治主義を揺るがす。絶対にうやむや

にできない」と抗議した（赤旗 4 月 20 日）。 

 （３）①４月２０日、学者や文化人、ジャーナリストや宗教者らが連名で下記の声明を発

表した。任命拒否は「学問だけでなく思想、表現、報道の自由に対する政治介入」だ、とき

の政権の思い通りの組織に改編されれば「科学は批判の力を持たない政治の召使となる」と

して、任命拒否を撤回させて学問・表現の自由を守り「法治主義の大原則に則った政治を取

り戻そう」と声明した。 

なお、ノーベル物理学賞受賞者の益川敏英京大名誉教授、上野千鶴子東京大学名誉教授、

前川喜平元文科省事務次官など１３人が呼びかけ人となり、これまでに各界各層の著名な

１２５人が賛同し、学問と表現の自由を守る会（仮称）を結成し活動していくとした。 

 呼びかけ人らが東京都内で記者会見。佐藤学東大名誉教授は「学問の自由をめぐる戦後最

大の事件であり、思想・表現・報道の自由にまで及ぶ。うやむやに終わらせるわけにはいか

ない」と強調した。 

 翻訳家の池田香代子さんは、「任命拒否し説明もしないが、説明せず分かっているなとい

うのがファシズムの本質だ」と指摘。内田樹神戸女学院大学名誉教授は、「学問の自由が侵

害されて発言力が低くなり、日本の国力の問題になっている」と強調。笑下村塾のたかまつ

ななさんは「気に入らない人を拒否すれば萎縮・差別につながる。子どもたちに胸の張れる

社会を」と述べた。映画監督の井上淳一さんは、「次に狙われるのは映画やマスコミだと思

う。我がこととして声を上げて行きたい」と述べた。（赤旗 4 月 21 日） 

学問と表現の自由を守る会の声明（要旨） 

 政府自民党は、日本学術会議会員候補６名の速やかな任命を拒否したまま、政権の思うま

まの学術総動員体制の道具として日本学術会議を改変する改革案を一方的に提出しようと

している。この暴挙に抗議して以下の声明を発表する。 

 私たちは 6 名任命拒否の理由の説明、６名の速やかな任命、そのうえで日本学術会議の

自主改革案に即した改革を要望する。 

 日本学術会議は、日本の科学者を代表する国の機関として科学者の立場で多数の政策提

言を行い、日本社会の進むべき道を提示してきた。日本学術会議がときどきの政権の思い通
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りの組織に改編され、学問の自由が奪われるならば、科学は批判の力を持たない政治の召使

となる。政治が科学を軽んずれば国民の命を守れないことを新型コロナの危機によって体

験している。学問の自由を奪われた社会は闇であり、真実や法を意のままに曲げる独裁者が

登場することにもなりかねない。そのような暗黒の道を避けるために、任命拒否を撤回さ

せ、学問の自由、表現の自由を擁護して、法治主義の大原則にのっとった政治をとりもどそ

う。 

 要請 

 6 名の任命拒否は、日本学術会議法に照らして不当かつ違法な行為であり、憲法２３条の

学問の自由の侵害にあたり、思想・表現の自由に対する政治介入だ。自由に真理を追求し表

現する社会の崩壊につながることを憂慮し要請する。 

 １ 菅義偉首相へ 

 日本学術会議の「要望書」（2020 年 10 月 3 日）並びに声明（21 年 1 月 28 日）でも再度

要望された 2 項目、①任命見送りの理由の説明、②任命拒否された６名の速やかな任命。こ

の 2 項目以外に問題の解決はない。杉田和博官房副長官の国会への参考人としての招致を

認め、任命見送りの経緯について答弁させることを要請する。 

 ２ 井上信治（科学技術政策担当）国務大臣へ 

 日本学術会議の改革を求めているが、菅首相による任命拒否の理由の説明と速やかな６

名の任命が大前提だ。この対応がなされないまま自民党が改革案を提示することは、日本学

術会議の独立性の侵害であり、それを擁護すべき担当大臣の職務に反している。日本学術会

議の自主改革案が実現するよう責任を自覚して対処することを要請する。 

 ３ 内閣法制局へ 

 内閣法制局は、任命拒否について日本学術会議法の「解釈改憲は行っていない」という見

解を示している。「推薦どおりの人を任命する義務が（首相に）あるとまでは言えない」と

いう解釈は、憲法６５条と７２条、１５条を根拠に説明されている。この解釈が仮に成り立

つとしても、任命拒否ができるという解釈に過ぎず、今回の任命拒否が妥当かどうか、妥当

とすればその根拠はどこにあるか、見解を公表してもらいたい。 

 ４．政権与党（自民党・公明党）へ 

 法治国家では政権与党であろうと法を順守しなくてはならない。学問の自由の侵害が思

想・表現・信仰の自由の侵害に連なることはいうまでもない。日本学術会議は、社会と国家

の現在と将来に対して科学者共同体として責任を持つ組織であるべきであって、その時々

の政権に都合のよい組織であってはならない。日本学術会議の独立性を擁護し、学問の自

由、思想・表現・信仰の自由を尊重する政治を要望する。自主改革を尊重し、政権与党によ

る政治介入を行わないでもらいたい。 

 ５．野党へ 

 今回の任命拒否は、安倍政権から菅政権へと継続されてしまった法治主義や学問の自由

の破壊を象徴する事件だ。根本的な解決がはかられるまで、国政の最優先課題の一つとして
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国会審議を尽くすよう要望する。 

 ６．日本学術会議（梶田会長）へ 

 日本学術会議は、菅首相に２２項目の「要望書」を提出するなど、一貫して学者の立場か

ら日本学術会議法を尊重した対応をしてきた。しかし、外にいる人々には、日本学術会議の

内側からの声が十分には聞こえていない。民主主義における科学の役割に関する国民全体

の問題だ。日本学術会議の見解や方針が一般市民にも伝わるよう、明確で真摯な意思表明を

要望する。 

 ７．メデｲア関係の方々・表現に携わっている方々へ 

 学問の自由の侵害がメデイア統制に直結し、思想・表現の自由の剥奪、独裁国家へとつな

がることは歴史が証明している。問題を軽視せず、持続的に世論を喚起し、事実にもとづく

正確な報道を続けることを要望する。 

 ８．市民へ 

 政治家や官僚のスキャンダル、違法行為と比べ、任命拒否問題はわかりづらく、ＮＯの声

をあげにくいかもしれない。しかし、新型コロナへの対応における無策、経済破綻による貧

困と不安の拡大、軍事予算が優先され教育予算と文化予算を上回る政策と、学術総動員体制

を画策した日本学術会議問題とは無縁ではない。この国の社会、経済、文化、学問、教育を

これ以上劣化させないためにも、解決に向けて、関心を持ち続けるよう願う。 

（４）４月２１日、日本学術会議の総会が東京都内で始まった。 

梶田会長が、任命を拒否されている会員候補６人の「即時任命」を強く求める声明を提案

し、議論した。 

 梶田会長は、昨２０２０年の要望書をはじめ、1 月に出した幹事会声明、8 回にわたる井

上科学技術担当相との会合などで、政府に繰り返し任命を求めてきたものの、正式な回答や

説明がないまま今総会を迎えることになった、「解決をさらに強く求めたい」とした。 

総会では声明を提案した。 

 政府・自民党が求めている学術会議の組織改革については、学術会議のあり方として重要

な５つの要件を満たす必要性をあげたうえで、その点からみて国の機関である現在の設置

形態を「変更する積極的理由を見出すことは困難だ」とまとめた幹事会の案について議論が

行われた。会員からは、「政府のおどしに屈するような設置形態や学術会議法を変えること

はすべきではない」、「特殊法人に変更する余地があるような文言を残すべきではない」、「改

革案はあくまで自分たち自身の前向きなものであるべきだ」、とする懸念や意見が出た（赤

旗 4 月 22 日）。 

 （５）①東京都内で開かれた日本学術会議の総会は、２日目の４月２２日総会の総意とし

て、会員候補６人を「即時任命」するよう強く求める声明を出した。また現在の国の機関と

しての学術会議の設置形態を変更する理由は見いだせないとした組織改革の検討文書も決

定し、同日梶田会長が声明と共に井上信治科学技術担当相に提出した。 

 ②声明は、日本学術会議法を引用し、６人の欠員状態は法の定めを満たさぬ状態であり、
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首相の任命行為は法的に終了していないと指摘。首相が法定会員２１０人を満たす「責務」

を負っていると強調した。 

 ③声明について梶田会長は、「一段と強い意見の表出であり、内容も強くなっている」と

説明。 

 組織改革の検討文書（〈自民党提言〉）については、現在の学術会議は国家財政による安定

した財政基盤や政府からの独立といったナショナルアカデミーとしての５要件を満たして

おり、「変更する積極的理由を見出すことは困難」とした。 

 幹事会が示した当初案にあった「特殊法人とする余地があると考えられる」との文言をめ

ぐっては、会員から「政府に落とし所にされる危険がある」などの懸念が多数あがり、特殊

法人への変更を肯定するものではないとする表現に修正された。 

 ④なお組織改革をめぐっては、任命拒否問題発覚後に自民党はプロジェクトチームを立

ち上げて学術会議を国から独立した組織に改めることを提言し、井上担当相が国の機関か

らの切り離しも含めた改革を会議側に求めている〈４月２３日赤旗〉）。  

 （６）日本学術会議は、４月２２日東京都内で開いた総会２日目終了後、オンラインで記

者会見を開いた。梶田会長は、同日の総会で決定した。会員候補６人の即時任命を求める声

明について、「（これまで）残念ながら私たちの思いが届いておらず、さらに強い調子で発出

した」と述べた。菅首相による任命拒否と政府からの組織改革の要求によって、学術会議が

するべき他の審議が滞っている問題にも言及。「日本と世界の人々が新型コロナ感染症の拡

大で多大な困難に直面しているなか学術会議がその『あり方』の審議に取り組まざるを得な

かったことに、会員は残念な思いを抱いている」と述べた。（４月２４日赤旗）。 

 （７）①菅首相が日本学術会議の会員候補６人の任命を理由を明かさないまま拒否してい

る問題で、この６人全員は、４月２６日までに、行政機関に自らの情報を開示させる「自己

情報開示請求」を内閣府や内閣官房に行い、任命拒否の経過に関する文書を開示させ理由や

責任の所在を明らかにさせるとしている。 

 その目的は、「なぜ首相が自分を任命しなかったのか」が分かる資料を被任命拒否者本人

が請求することにより、プライバシーを理由とする開示拒否を防ぐことである。 

 また法学者や弁護士ら法律家１１６２人も４月２６日、行政文書開示請求を行った。 

 ②任命拒否されている日本学術会議の会員候補６人全員による「自己情報開示請求」と、

１１６２人の法学者・弁護士らが名を連ねた行政文書開示請求につき、４月２６日に都内で

開かれた会見で、任命拒否された２人を含む請求者計５人が意義や思いを語った。 

冒頭、岡田正則早稲田大学大学院教授は、「この問題では日本の民主主義と法治主義が試

されていると思う」と問題提起し、「突然、首相が『学術会議法に縛られずに任命拒否でき

る』とし、何ら理由を説明しない。政府による議会制民主主義を破壊する行為だ。法律家の

責任としてこれを見過ごしてはいけないと思った」と、開示請求に踏み切った理由を述べた。 

やはり拒否された小沢隆一東京慈恵会医科大学教授も、学術会議の独立性に言及しつつ、

「学術の世界の人事が独立的に行われることは、その機関の活動の独立性を担保する要だ。 
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（任命拒否で）それが踏み躙られた。情報開示請求で経緯が明らかになるよう強く期待する。

市民社会と政治と学術の関係を正す重要な一歩になれば」、と語った。 

学術会議会員や連携会員を務めた浅倉むつ子早稲田大学名誉教授は、学術会議がこれま

で年間７０～８０件の提言を政府に出していたことを説明し、「政治への提言活動は市民社

会への提言でもある。学術の分野から日本社会のあるべき姿を提言するという、持続的で常

設的な活動をしている。それが（任命拒否で）阻害されていることは見過ごせない」と語っ

た。 

また情報開示請求に詳しい三宅弘弁護士は、任命拒否に関する行政文書の存否について、

「公文書管理法の下、重要または異例の取り扱いをしたものについては廃棄せず歴史的文

書として国立公文書館に移管しなければならない」と述べ、行政文書は存在するとの見方を

示唆した。 

中下裕子弁護士は、任命拒否の意思決定過程について「杉田官房副長官と内閣府の間だけ

で決めた。密室化・ブラックボックス化した政治だ。安倍前政権の森友・加計学園問題と同

じ体質を菅政権も持っている」と批判し、「たたかわないと民主憲法が骨抜きにされる」と

語った（赤旗 4 月 27 日）。 

（８）５月２７日、日本学術会議は幹事会後にオンラインで会見し、任命拒否された６人

の候補の任命を求める４月の総会声明について、梶田会長が「声明という総会で決定した重

みのある文書なので、政府は真剣に検討して対応するよう、粘り強く求めていく」と話した。

（赤旗 5 月 28 日）。 

（９）５月３０日、日本科学者会議は第５２回定期大会で任命拒否反対の決議を採択した

（赤旗７月７日）。 

 

九 任命拒否撤回要求の民主主義的意義 

（１）以上に学術会議会員任命拒否問題の経緯（２０２０年１２月１日以降）を追補的に

辿ってきた（前稿「日本学術会議問題の経緯と本質」参照）。 

その本質が民主主義と人権に危機をもたらすことが明らかである。とくに「学問と表現の

自由を守る会の声明」（前掲）は問題点を網羅している。同声明の結論を、任命拒否された

当事者の一人、小沢隆一東京慈恵会医科大学（憲法学者）の講演「アベ・スガ改憲を許さず、

憲法が生きる社会の実現を」（月刊「憲法運動２０２１年５月号」）の該当部分を引用して補

強し、本稿を締め括りとする。 

（２）２０２０年１０月１日の２日前に、学術会議の事務局からいきなり電話がかかって

きまして、明後日の総会には会員として来なくていいという話でした。ビックリしましたけ

れども、しかし電話の向こう側の、学術会議の事務局長の声も動揺しているみたいなので、

これはなにか大変なことが起こったと即座に感じました。 

この間、私は、学術会議の連携会員という立場で、12 年間ほど会議の活動に関わって来

ました。その中で、一番強く印象に残っているのは、いわゆる「核のゴミ」、高レベル放射
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性廃棄物の処分問題について、学術会議の検討委員会に入って、原子力委員会への回答や提

言をまとめた活動です。この活動も、学術会議ならではの活動だと思っています。今の北海

道の寿都町や神恵内村での動きというのは、結局、いつまでに、どのくらいの核廃棄物がそ

こに最終処分されるのか全く見当がつかない中で手を上げているという状況です。そもそ

もどのくらいの核のゴミがこの国にあり、そして今後どのくらい増えるのか。そしてそれを

国民合意のもとでしっかり処分していくためには、そもそも原子力政策の全体的見通しを

決めないことには、手を上げる自治体はないでしょう。原子力政策の大本を決めないまま、

どこに処分場を持って行くのかと議論をするのは、議論の仕方が転倒しているというのが、

学術会議の回答でした。これは今の政府にとっては耳の痛い話だったのかもしれません。し

かし学術会議だからこそ出すことができた回答であり提言です。 

そういう政治と独立した学術の立場から意見を述べて、国民にも問題を提起していくと

いう貴重な役割を学術会議は担っているわけです。その学術会議の会員任命について、菅首

相は、自分に裁量権があるのだということで、任命を拒否する挙に出たわけですが、学術会

議法に基づけば、実質的な会員の選定・罷免権は、学術会議自身にあるのだということがは

っきりしている。およそ首相に裁量権があるなどとは、この法律の中からは読み取れないこ

とがはっきりしています。・ 

戦前、学問の自由の規定がない明治憲法の下、軍国主義化の動きのなかで、慣行上認めら

れてきた「大学の自治」さえも滝川事件などによって掘り崩され、治安維持法違反事件や天

皇機関説事件などの思想弾圧事件が相次ぎました。そのなかで、科学も政治に従属して戦争

遂行に動員されて、日本はアジア太平洋戦争へと突入し、敗戦を迎えることになりました。 

こうした戦前の苦い教訓を踏まえて、日本国憲法は、２３条で「学問の自由は、これを保障

する」と定めたのです。 

 学問の自由は、科学者とそのコミュニテイが大学や研究機関という場の支えを受けて行

使するものであり、学術会議は、学問研究の成果を持ちよって、政府や社会に対してさまざ

まな提言や勧告をおこなう機関です。 

そうした学術会議の会員人事が、学術会議の会員、連携会員、多くの学協会の協力の下で

自律的に行われることは、学術会議の活動の独立性にとって不可欠のことであり、それは学

問の自由から導かれることです。 

今回の事態を発端にして異論を排除する政治が横行し、「物言えぬ社会」の風潮が強まる

ならば、民主主義は危機に瀕します。学術会議は、１月２８日に「日本学術会議会員任命問

題の解決を求めます」という幹事会声明を発して、６名のすみやかな任命をあらためて菅首

相に強く求めました。そして、４月２２日の総会でも、６名の即時任命を要求する声明を決

定しました。 私も、一日も早い任命をかちとるべく力を尽くして取り組んでまいります。

４月２６日には、任命を拒否された６名で一緒に自己情報開示請求を行うとともに、同じ日

に１１６２名の法学者、法律家が行政情報開示請求を内閣府に対して行いました。今後とも、

どうぞご支援のほど、よろしくお願いいたします。    （２０２１年６月１３日筆了） 
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追 記（２０２１年７月９日） 

 （１）①法学者や弁護士ら法律家１１６２人が内閣府と内閣官房に行った情報開示請求に

対する国の決定が６月３０日までにまとまり一部のみ開示したが、任命拒否の理由がわか

る資料は明らかにしなかった。 

 ②これとは別に、任命拒否された６人自身が行った開示請求についても、国はすべて不開

示とした（赤旗７月１日）。 

③ ⓐ請求人らは、７月８日都内で会見し、行政不服審査法に基づく審査請求を検討する

方針を明らかにした。 

ⓑ任命拒否された６人は、内閣府や内閣官房に「自己情報開示請求」をしたが、国側は５

～６月にかけてそのすべてについて不開示決定した。「不存在」「保有せず」などが理由だが、

一部は「公正な人事に支障を及ぼす」として請求を拒否した。 

ⓒまた、弁護士ら法律家１１６２人も任命拒否の理由や根拠がわかる文書などの開示を

求めたが、国は一部のみ開示したものの、「黒塗りも多く、理由や根拠が分かるものは全く

ない」（請求人共同代表福田護弁護士）というものだった。 

 ⓓ任命拒否を巡っては、杉田官房副長官が内閣府に対し、任命時に除外する候補者を伝え

たことを示す文書が政府から国会に示されており、任命拒否された１人の岡田正則早稲田

大学大学院教授は「『外すべき者』という文書があるので、除外する理由についての文書が

やり取りされたことは確実だ。あったものが無くなった理由を明らかにしないと、文書隠し

や文書の隠蔽があったと疑われても当然だ」と指摘。「人事に支障が及ぶ」という不開示理

由についても「なぜ本人に文書を開示することで人事に支障が生じるのか。それを説明しな

いと違法だ」と語った。 

 やはり任命拒否された小沢隆一東京慈恵会医科大学教授は、「『文書がないはずがない』と

いうのが私たちの立場だが、もし文書がないとすると、根拠もなく日本学術会議法の規定に

反する任命拒否をしたということになる」と、政府の姿勢を批判。日本学術会議法が会員数

を「２１０人」と具体的に定めていることから「（６人が任命拒否されたために）違法な状

態となった。これをつくり出した責任が首相にある」と語った。 

 ④１１６２人の請求人の共同代表で公文書管理などに関する政府機関委員を務めてきた

三宅弘弁護士は、今後の取り組みについて、「不服審査請求をし、例えば黒塗りにされた部

分を法律家らでつくる審査委員にみて貰うことが可能。任命拒否がいかに違法な手続きで

されていたのか、これから明らかにして行く『第２ステージ』が始まる」と語った（７月９

日河北新報・赤旗）。（7 月 9 日追記） 

 （２）本問題は未だ解決をみていない。依然として 6 名は任命を拒否されたままだからで

ある。 この問題を勝利に終わらせるためには、学問の力、すなわち真実を求める運動を一

層強化していかなければならない。        （２０２１年８月１１日追記）。 


